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著作権動向 

第１５回 

白鴎大学 

杉山 務 

ＴＰＰ発効によりその対応は 
 法改正資料から 

 戦時加算とは 

平成２８年７月２８日 
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アメリカ、メキシコ、ペルー、日本、ブルネイ、ニュージーラ
ンド、ベトナム、オーストラリア、シンガポール、チリ、マレー
シア、カナダ、の１２カ国 

TPP未参加国 

中国、韓国、タイ,台湾、インドネシア、フィリピン、インド 

http://happy-wave.blog.so-net.ne.jp/_images/blog/_73c/happy-wave/tpp-seifu.jpg


3 

5 

環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の
整備に関する法律案の概要（著作権法関係） 

著作権等の存続期間を５０年から７０年に延長するほか、
著作権等を侵害する罪のうち一定の要件に該当するもの
について告訴がなくても公訴を提起できることとする等の
規定の整備 

Ａ．著作物等の保護期間の延長 
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Ｂ．著作権等侵害罪の一部非親告罪化 
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Ｃ．アクセスコントロールの回避等に関する措置 
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Ｄ．配信音源の二次使用に対する報酬請求権の付与 
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Ｅ．損害賠償に関する規定の見直し 


